
財務ハイライト
百万円

営業収益

営業利益

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益

総資産

販売用不動産

有形・無形固定資産

 資本的支出

 減価償却費

有利子負債

自己資本

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期末残高

EPS（1株当たり純利益）（円）

BPS（1株当たり純資産）（円）

配当金（円）

発行済株式数（千株）

ROA（％）

ROE（％）

D/Eレシオ（倍）

自己資本比率（%）

総還元性向（%）

¥1,338,102

126,038

102,509

50,129

3,868,411

642,809

2,304,809

111,755

53,231

1,743,411

1,078,182

148,161

△124,353

△18,649

61,726

57.0

1,227.5

22.00

881,424

3.55

4.78

1.62

27.9

38.5

¥1,445,644

148,184

123,066

59,451

4,390,074

915,222

2,503,977

72,355

59,022

2,120,225

1,181,174

99,684

△71,132

△7,944

101,588

67.6

1,344.9

22.00

881,424

3.66

5.27

1.80

26.9

32.5

¥1,515,252

172,567

144,587

76,843

4,548,822

961,449

2,526,139

148,255

56,030

2,040,071

1,274,355

189,903

△44,056

△123,713

127,337

87.5

1,451.1

22.00

881,424

4.07

6.26

1.60

28.0

25.1

¥2,007,554

203,770

168,865

129,576

7,741,972

1,930,528

3,796,800

565,266

98,196

3,623,438

2,555,885

187,862

△131,035

△66,565

187,723

134.4 

2,656.4 

44.00

965,281

2.84

5.22

1.42

33.0 

44.2 

¥2,100,870

244,978

224,940

176,986

8,208,012

2,051,704

3,914,135

272,389

111,500

3,667,234

2,796,474

271,469

△210,057

△139,600

142,682

184.4

2,942.1

55.00

959,474

3.31

6.61

1.31

34.1

46.6

¥1,905,642

280,617

258,510

183,972

7,395,359

1,907,839

3,753,141

379,279

91,434

3,481,117

2,408,679

87,094

△532,806

467,751

179,472

188.3

2,480.3

44.00

979,250

4.18 

7.74 

1.45 

32.6 

36.9 

¥1,529,036

186,074

163,373

100,185

5,067,187

1,031,080

2,788,633

273,487

61,242

1,976,150

1,871,922

30,343

△261,640

221,508

118,960

103.8

1,894.3

25.00

991,424

4.10

6.37

1.06

36.9

24.1

¥1,567,969

202,482

182,521

117,722

5,363,477

1,167,745

2,968,975

207,172

67,460

2,226,236

1,922,305

32,154

△239,719

201,110

109,966

119.1

1,945.4

30.00

991,424

4.14

6.20

1.16

35.8

25.2

¥1,704,416

232,698

219,607

131,815

5,551,751

1,334,167

2,967,788

173,745

71,357

2,287,489

1,984,635

227,432

△201,583

15,071

148,546

133.4

2,008.4

34.00

991,424

4.59

6.75

1.15

35.7

25.5

¥1,751,114

245,902

240,341

155,874

6,284,723

1,524,863

3,318,928

440,752

70,167

2,604,656

2,204,882

30,143

△365,464

289,150

100,708

157.7

2,231.1

40.00

991,424

4.58

7.44

1.18

35.1

35.0

¥1,861,195

262,147

254,106

168,661

6,802,731

1,630,558

3,500,482

390,514

79,034

2,906,610

2,342,512

216,709

△388,895

231,238

157,682

171.3

2,384.8

44.00

991,424 

4.44

7.42

1.24

34.4

35.1

※ 販売用不動産：販売用不動産＋仕掛販売用不動産＋開発用土地＋前渡金
※ 有利子負債：短期借入金＋NR短期借入金＋CP＋短期償還社債＋NR短期償還社債＋社債＋NR社債＋長期借入金＋NR長期借入金
※ ROA：（営業利益＋営業外収益）／総資産期首期末平均残高
※ ROE：親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本期首期末平均残高
※ D/Eレシオ：有利子負債／自己資本
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詳細は、「ESG Report 2022」をご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/report/非財務ハイライト

年度

※1 三井不動産（株）および連結子会社のうち、建物保有会社もしくは従業員100人以上の会社が保有する施設となります。集計範囲・方法の見直し等により数値が変動する可能性があります。
※2 2018～2020年度：対象範囲は原則として「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」に基づいて報告義務のある施設となります。ただし、一部の施設を除きます。
※3 育児目的休暇の取得率

温室効果ガス（GHG）排出量
（SBT基準に基づく）

うちScope1

うちScope2

うちScope3

エネルギー消費量※2

水使用量（取水量）※2

水使用量（排水量）※2

廃棄物排出量※2

従業員数（連結）

うち三井不動産（株）単体

女性管理職比率（単体）

女性総合職比率（単体）

有給休暇取得日数

育児休業取得者数（比率）　男性（単体）※3

育児休業取得者数（比率）　女性（単体）

育児休業取得者の復帰率（単体）

健康診断・人間ドック受診率（単体）

フルタイム従業員の
自己都合離職率（単体）

人材指標

環境指標※1

千t-CO2

千t-CO2

千t-CO2

千t-CO2

MWh

千m3/年

千m3/年

t/年

人

人

%

%

日

人

人

%

%

%

5,076

90

395

4,591

1,454,755

5,407

5,595

47,271

19,081

1,577

2.5

9.3

14.1

27
（84.4%）

15
（100.0%）

100.0

99.5

0.77

4,383

104

413

3,865

1,488,256

5,726

5,539

47,188

20,864

1,631

3.3

11.0

14.9

25
（61.0%）

10
（100.0%）

100.0

99.8

0.53

4,690

115

363

4,211

1,433,237

5,365

4,711

38,080

23,992

1,776

4.5

12.5

13.8

28
（70.0%）

13
（100.0%）

100.0

99.5

0.51

4,199

140

438

3,621

3,658,680

11,948

10,533

114,136

24,408

1,898

5.7

14.7

15.0

38
（79.2%）

20
（95.2%）

100.0

100.0

0.81

2018 2019 2020 2021単位項目

財務分析（2021年度）

営業収益
（十億円）
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データセクション　

事業環境と営業概況

当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴

う経済活動の制限が長期化するなか、9月末の緊急事態宣言等の解除に

伴い、企業収益や個人消費に持ち直しの動きがみられましたが、1月以降

は、感染力の強い新たな変異ウイルスの急拡大の影響を受けるなど、年

度を通して不安定な状況が続きました。また、ロシアによるウクライナ侵攻

をはじめとする地政学的リスクの高まりに加え、エネルギー価格や原材料

価格の高騰等により、先行き不透明感が高まりました。

当不動産業界では、オフィス賃貸事業については、一部では働き方の見

直しによるオフィスの集約や縮小の動きもあり、空室率は緩やかな上昇傾

向がみられたものの、都心の好立地物件における底堅い需要等の支えも

あり、総じて堅調に推移しました。商業施設賃貸事業については、断続的

な緊急事態宣言等の影響を受けましたが、郊外型の施設を中心に売上は

持ち直しの動きがあり、新型コロナウイルス感染症拡大前の水準には至ら

ないものの、順調な回復傾向がみられました。物流施設賃貸事業について

は、EC事業拡大等による物流施設への需要の高まりから、新規供給面積

が増えるなど、市場規模が拡大しました。ホテル施設運営事業について

は、宿泊主体型ホテルやリゾートホテルにおいて、ビジネス利用の一時的

な回復やアウトバウンドニーズの取り込みなどにより、一部で持ち直しの動

きもみられましたが、長期化する行動制限の影響やインバウンドニーズの回

復の遅れなどにより、引き続き厳しい状況となりました。住宅分譲事業につ

いては、住環境に対する関心の高まりやニーズの多様化、低金利の継続

等により、顧客の購入意欲は高い状況が続き、マーケットは堅調に推移し

ました。また、不動産投資事業については、引き続き投資家の投資意欲は

高く、緩和的な金融環境のもとで、Jリート市場の不動産保有額が増加する

など、拡大傾向が続きました。

このような事業環境のもと、当社グループにおきましては、感染対策を各

施設で徹底し、施設営業の正常化を図ってまいりました。そのための新た

な施策として、専門家の監修により医学的・工学的知見に基づき、飛沫感

染・エアロゾル感染・接触感染に対する全施設共通の「三井不動産９

BOX感染症対策基準」を策定いたしました。また、法人向け多拠点型サテ

ライトオフィス「ワークスタイリング」におけるリモートワーク向けサービスの強

化、リアル店舗共生型ECモール「＆mall」事業の拡大、共用部にワークス

ペースを備えた住宅の開発等、新型コロナウイルス感染症による働き方や

暮らし方の不可逆的な変化を捉え、ポストコロナを見据えた施策を推進す

るなど、グループ長期経営方針「VISION 2025」に基づき、新たな価値創

造に取り組んでまいりました。

当社グループは、「街づくりを通して、持続可能な社会の構築を実現」す

ることに向けて様 な々社会課題の解決に寄与することがデベロッパーの社

会的使命であると認識しており、「環境負荷低減」と「人材活躍」の分野に

おいて新たな行動計画・取り組み方針を策定いたしました。

まず、グループ全体の温室効果ガス排出量を2050年度までにネットゼ

ロとする目標を達成すべく、「脱炭素社会実現に向けたグループ行動計

画」を策定いたしました。これに基づき、首都圏の当社施設の共用部にお

ける電力グリーン化を進めるとともに、テナント企業へのグリーン電力提供

サービスを開始いたしました。さらに、同様の取り組みを中部圏・関西圏へ

拡大するなど、環境を重視した取り組みを推進してまいりました。あわせて、

環境分野への取り組みに特化した事業に発行される債券「グリーンボン

ド」のニューヨークにおけるオフィスビル開発の調達資金への充当、温室効

果ガス排出量削減目標の達成に応じて借入金利が変動するサステナビリ

ティ・リンク・ローンの実行等、サステナブルファイナンスによる資金調達も

行ってまいりました。このような取り組みの結果、当社は、国際的な環境調

査・情報開示を行う非営利団体であるCDPより、気候変動部門において

最高評価にあたる「CDP2021 気候変動Aリスト」に選定されました。

また、新しい価値を創造し続けるための原動力は人材であるという考え

のもと、「ダイバーシティ＆インクルージョン推進宣言」とその取り組み方針を

策定いたしました。取り組み方針では、女性活躍を重要なテーマと位置づ

け、当社において「女性管理職比率を2025年までに10％、2030年までに

20％」や「女性採用比率を40％」等の目標を定めるとともに、グループ各社

でも同様の項目で目標を設定し、進捗管理を行うことで、グループ全体の

取り組みを加速させております。また、組織・上司の意識改革を目的とした

研修をグループ全体で開催するなど、様 な々施策を行ってまいりました。こ

のような取り組みの結果、経済産業省と東京証券取引所が女性活躍推進

に優れた企業を選定する令和３年度「なでしこ銘柄」に選定されました。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化するなか、これらの様 な々施

策を通じて、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益は

ともに、期中に公表した連結業績予想を上回る結果となりました。
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（単位：百万円）
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期末国内住宅分譲 完成在庫推移 （単位：戸）
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中高層分譲

戸建分譲

合計

2017 2018 2020
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プロパティマネジメント
収益 ¥309,099

21,888
93,829
18,081

402,929
39,969

営業利益

仲介・
アセットマネジメント等

収益

営業利益

収益合計

営業利益合計

¥321,572
31,296

107,777
25,909

429,350
57,205

年度 2020 2021

新築請負

施設営業

東京ドーム

その他

収益合計

営業利益合計

¥147,222
32,736

-
86,854

266,812
△ 27,215

¥158,307
46,803
59,388
95,000

359,499
△29,641

データセクション　
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年度 2020 2021

オフィス・
商業施設

 

収益
オフィス ¥369,256

208,841
5,751
1,955
1,438
1,825

533
44,975

623,073
120,777

商業施設

貸付面積（千m2）

オフィス
所有

転貸

商業施設
所有

転貸

その他 収益

収益合計

営業利益

¥389,811
226,218

5,788
1,894
1,502
1,758

634
52,137

668,167
129,983

（単位：百万円）

年度 2020 2021

国内
住宅分譲

中高層分譲

収益 ¥180,674
2,539

25,995
669

206,669
3,208

36,149
467

2,335
40

38,485
507

245,155
3,715

24,028
398,696
114,315
643,851
138,343

¥268,854
3,332

21,399
443

290,254
3,775

33,183
482

1,927
33

35,110
515

325,364
4,290

40,003
389,374

78,209
714,739
118,213

首都圏

その他
収益

戸数（戸）

戸数（戸）

小計
収益

戸数（戸）

戸建分譲

収益
首都圏

その他
収益

戸数（戸）

戸数（戸）

小計
収益

戸数（戸）

投資家向け・
海外住宅分譲等

収益

収益合計

営業利益

営業利益合計

収益

戸数（戸）

営業利益

（単位：百万円）

（単位：百万円）

事業セグメント別の状況

新型コロナウイルス感染症の影響が継続する中、既存オフィスの賃貸収

益等の増加や前期に竣工した「文京ガーデン ゲートタワー」等の通期稼働

効果に加え、商業施設の前期比での売上回復等により、セグメント全体で

は、450 億円の増収、92億円の増益となりました。

なお、当期末における当社の首都圏オフィス空室率（単体）は3.2%とな

りました。

賃貸

プロパティマネジメントは、リパーク（貸し駐車場）における継続的なコス

ト削減の推進や前期比での稼働向上等により増収増益となりました。仲

介・アセットマネジメント等は、リハウス（個人向け仲介）における前期比で

の仲介件数の増加や取引単価の向上等により増収増益となりました。セグ

メント全体では、264億円の増収、172億円の増益となり、売上高・営業利

益は過去最高を更新しました。

マネジメント

新型コロナウイルス感染症の影響が継続する中、主に施設営業のホテ

ル・リゾート事業が回復途上にあることや、東京ドームの売上高・営業損失

の取り込み等により、セグメント全体では、926億円の増収、24億円の減

益となりました。

その他国内住宅分譲は、前期比での計上戸数の減少等により減収減益となり

ました。投資家向け・海外住宅分譲等は、Jリートをはじめとする投資家へ

の物件売却の伸長等により増収増益となりました。セグメント全体では、

708億円の減収、201億円の増益となりました。なお、営業利益は過去最

高を更新しました。

分譲
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（注） １． 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除
した金額です。

 ２． 連結会計年度末の時価は、原則として「不動産鑑定評価基準」に基づき自社の鑑定部門に
て算定した価額です。

 3． 2020年度における期中増減額のうち、主な増減額は不動産取得（207,677百万円）によ
る増加、不動産売却（198,635百万円）、販売用不動産への振替（110,141百万円）による
減少等です。

 4． 2021年度における期中増減額のうち、主な増減額は不動産取得（183,902百万円）によ
る増加、販売用不動産への振替（41,166百万円）、不動産売却（37,626百万円）による減
少等です。

年度

¥3,029,628
76,920

3,106,548
6,136,879
3,030,331

2020

¥3,171,133
△141,505
3,029,628
5,856,124
2,826,496

期中増減額

期末残高

期首残高

賃貸等不動産
連結貸借対照表計上額

期末時価

含み益

2021

（単位：百万円）

財政状態（連結） キャッシュ・フロー（連結）

当期末の総資産は、8兆2,080億円となり、前期末比で4,660億円増加

しました。

主な増減としては、販売用不動産（仕掛販売用不動産、開発用土地、前

渡金を含む）が1,211億円増加、新規投資等により有形・無形固定資産

が1,173億円増加し、また、投資有価証券が時価評価等により1,679億

円増加しました。

なお、当期の設備投資額は2,723億円、減価償却費は1,115億円で

した。

資産

当期末の純資産合計は、2兆9,137億円となり、前期末比で2,577億円

の増加となりました。これは、利益剰余金が1,307億円、その他有価証券

評価差額金が769億円、為替換算調整勘定が449億円増加したこと等

によります。

当期末の自己資本比率は34.1%と前期末の33.0%から上昇し、D/Eレ

シオ（有利子負債/自己資本）は1.31倍と前期末の1.42倍から低下しまし

た。なお、1株当たり純資産額は、2,942.11円（前期末は2,656.42円）と

なりました。

純資産

負債

当期末における現金及び現金同等物の残高は、前期末比で450億円

減少し、1,426億円となりました。

キャッシュ・フロー（連結）

賃貸等不動産関係

当社および一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃

貸用のオフィスビル、商業施設等を有しております。2021年3月期におけ

る当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は118,075百万円（賃貸収益は

営業収益に、賃貸費用は営業原価に計上されています）、減損損失は

29,795百万円、固定資産売却益は20,668百万円（減損損失は特別損

失、固定資産売却益は特別利益に計上されています）であり、2022年3月

期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は127,249百万円（賃

貸収益は営業収益に、賃貸費用は営業原価に計上されています）、減損

損失は8,048百万円、固定資産売却益は6,682百万円（減損損失は特

別損失、固定資産売却益は特別利益に計上されています）です。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、連結会計年度増

減額及び連結会計年度末の時価は、右のとおりです。

当期は、営業活動により2,714億円の増加となりました。これは、税金等

調整前当期純利益2,624億円や減価償却費1,115億円等によるもので

す。一方で、法人税等の支払額又は還付額900億円等による減少があり

ました。

営業活動によるキャッシュ・フロー

当期は、投資活動により2,100億円の減少となりました。これは、有形及

び無形固定資産の取得による支出2,415億円、投資有価証券の取得に

よる支出641億円等によるものです。一方で、有形及び無形固定資産の

売却による収入571億円、投資有価証券の売却による収入726億円等に

よる増加がありました。

投資活動によるキャッシュ・フロー

当期は、配当金の支払や借入金の返済等により、財務活動によるキャッ

シュ・フローは1,396億円の減少となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー

当期末の有利子負債（短期借入金、ノンリコース短期借入金、コマー

シャル・ペーパー、1年内償還予定の社債、ノンリコース1年内償還予定の

社債、社債、ノンリコース社債、長期借入金、ノンリコース長期借入金の合

計額）は、3兆6,672億円となり、前期末比で437億円増加しました。

なお、資金調達の流動性補完を目的として、コミットメントラインを複数の

金融機関との間で設定しており、4,000億円の未使用枠があります。

また、当期末の流動比率（流動資産/流動負債）は、前期末の245%か

ら低下し201%となりました。
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すまいとくらしの連携本部

業務推進室

※ 掲載の情報は2022年4月1日時点のものです。

S&E
総合研究所ケアデザイン室 建設企画部 不動産投資

研究所

鑑定企画室

企画調査部 経営企画部

IFRS準備室

IR室

経理部

人材開発室

D&I推進室

人事部 広報部 秘書部 監査室

東京ミッドタウン
事業部

豊洲プロジェクト
推進部

柏の葉街づくり
推進部五反田開発部 開発企画部

株主総会

報酬諮問委員会

指名諮問委員会

経営会議

取締役会監査役会

監査役室

社長
監査役

商業施設本部

業務推進室

ソリューションパートナー本部

ソリューション企画室

事業開発部 産学連携推進部

先端技術領域
連携室

法人
ソリューション部

公共法人室

ビルディング本部

業務推進室

ワークスタイル
推進部

ビルディング
事業一部

ビルディング
事業二部

ビルディング
事業三部

ビルディング
事業企画部

運営企画
一部

運営企画
二部

ロジスティクス本部

業務推進室

ロジスティクス
営業部

ロジスティクス
事業部

ロジスティクス
運営部

ロジスティクス
事業企画部

業務推進室

海外事業本部

海外事業
三部

海外事業
二部

海外事業
一部

業務推進室

ホテル・リゾート本部

京都支店 事業二部 事業一部 総務部

九州支店 中国支店 関西支社 中部支店 横浜支店 千葉支店 東北支店 北海道支店

法人営業
統括一部

法人営業
統括二部

法人営業
推進室

法人営業室

法人営業室

霞が関
法人営業室

新宿
法人営業室

法人営業
一部

法人営業
二部

法人営業室

法人事業室

法人営業室

営業企画室

リージョナル
事業部施設管理部 アーバン

事業部
商業施設
営業一部

商業施設
営業二部

商業施設
営業三部

商業施設
運営部

＆mall事業室

関内プロジェクト
推進準備室

総務部

レッツ
資産活用部

東京ドーム
事業部

DX本部

DX
二部

DX
一部

ホテル・リゾート
運営二部

ホテル・リゾート
営業室

ホテル・リゾート
運営一部

ホテル・リゾート
営業室

ホテル・リゾート
事業二部

ホテル・リゾート
事業一部

2021年度の1株当たりの年間配当金 55円

自己株式の取得
2022年2月7日～2022年3月3日 150億円
2022年5月16日～2023年3月31日（予定） 150億円

（上限、予定）

親会社株主に帰属する
当期純利益に対する総還元性向 46.6％

本部
支社
部門（部・部に準ずる室・支店・研究所）
室

会社組織図

サステナビリティ推進本部

サステナビリティ
推進部

環境・エネルギー
事業部

東京中央
オフィス

東京ミッドタウン
日比谷事業室

内幸町
プロジェクト室

ベンチャー共創
事業部

ライフサイエンス・
イノベーション推進部

ビジネスイノベーション
推進部 関連事業部日比谷街づくり

推進部
日本橋街づくり
推進部

八重洲街づくり
推進室

データセクション　

株主還元

当社グループでは、企業価値および株主価値のさらなる向上を目指し、

かねてより株主還元の拡充について検討を重ねておりましたが、当期の

「賃貸」「分譲」「マネジメント」の主要事業の回復に加え、次期以降の業

績の持続的な成長の見通しが立ち、将来の成長投資と安定的かつ継続

的な株主還元の拡充の両立が可能と判断したため、今般、総還元性向

を従来の「35%程度を目途」から「45%程度を目途」に強化することといた

しました。

2023年3月期の見通し

足元では新型コロナウイルスの感染状況は収束に至っておりませんが、

感染抑制を図りながらの社会・経済活動の正常化が進んでおります。

これらの動向を踏まえ、次期業績は特に「賃貸」の商業施設、「その他」

のホテル・リゾート、東京ドーム等で業績が回復傾向であることに加え、オ

フィス・商業施設等の新規竣工物件による「賃貸」での収益・利益寄与や、

新型コロナウイルス対応を通じて捉えた新たな需要の取り込み等により、

営業収益、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益のい

ずれも過去最高を更新する見込みです。

結果、次期の業績予想については、売上高は当期比991億円増収の2

兆2,000億円、営業利益は同比550億円増益の3,000億円、経常利益は

同比350億円増益の2,600億円の見込みです。また、親会社株主に帰属

する当期純利益は、同比130億円増益の1,900億円の見込みです。

なお、ホテル・リゾートおよび東京ドームは、新型コロナウイルスの影響が

一部残る見込みですが、引き続き収益改善・費用削減施策を継続し、業績

回復に向け取り組んでまいります。

2023年3月期の配当につきましては、今後の見通しおよび上記の株主

還元方針を総合的に勘案し、年60円（うち中間配当30円）を予定しており

ます。

配当

「賃貸」セグメントは、次期竣工の「東京ミッドタウン八重洲」「50ハドソ

ンヤード」「ららぽーと福岡」の収益寄与や、商業施設の施設売上回復、

およびワークスタイリング事業の売上増加等により518億円の増収、

220億円の増益となり、営業収益・営業利益ともに過去最高を更新する

見込みです。

「分譲」セグメントは、国内住宅分譲における戸当たり単価増加や利益

率の改善、投資家向け分譲における継続的な資産入替によりセグメント

全体では61億円の増収、16億円の増益となり、営業利益は過去最高を

更新する見込みです。

「マネジメント」セグメントは、当期に引き続き個人向け仲介事業やリパー

ク（貸し駐車場事業）が堅調に推移すること等により、93億円の減収、2億

円の減益となり、当期と同水準を見込みます。

「その他」セグメントは、当期からの回復に加え、新たな需要を取り込む

施策を推進すること等により、505億円の増収、326億円の増益および黒

字回復を見込みます。

事業セグメント別の見通し
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外国人 46.92%

その他国内法人 7.70%

金融機関 37.28%

個人・その他 4.15%

証券会社 3.01% 自己名義株式 0.93%

会社概要／株式情報 （2022年3月31日時点）

商号
本社

設立
資本金
上場取引所

株式数

株主数
株主名簿管理
および特別口座
の口座管理機関
従業員数
Webサイト

三井不動産株式会社
〒103-0022
東京都中央区日本橋室町二丁目1番1号
TEL （03）3246-3131
1941年7月15日
340,162百万円
東京証券取引所（証券コード：8801）

発行可能株式総数：3,290,000,000株
発行済株式数：959,474,447株
38,787名
三井住友信託銀行株式会社

1,898名（連結 24,408名）
https://www.mitsuifudosan.co.jp/

会社概要

株主構成比（株式所有割合）

ESGインデックスへの組み入れ状況 （2022年8月31日現在）

サステナビリティに関する各種評価・認定 （2022年8月31日現在）

大株主の状況

株主名 所有株式数（千株）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社日本カストディ銀行（信託口）  

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
（常任代理人 香港上海銀行東京支店 カストディ業務部）

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー ５０５２３４
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

シービーロンドン スティッチング ペンショエン フォンズ ゾーグ エン ウェルジジン
（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ 東京支店）

鹿島建設株式会社

株式会社三井住友銀行

ステート ストリート バンク アンド トラスト クライアント オムニバス アカウント オーエムゼロツー ５０５００２
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

ジェーピー モルガン チェース バンク 385781
(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

エヌエスエル デイテイテイ クライアント アカウント 1
（常任代理人 野村證券株式会社）

合計

179,321
72,261

22,904

16,801

13,864

13,362
12,982

12,421

12,326

11,409

367,657

18.87
7.60

2.41

1.77

1.46

1.41
1.37

1.31

1.30

1.20

38.68

所有株式数の割合（%）

データセクション　

賛同するイニシアチブ

社外からの評価

三井不動産グループの理念や目標と合致する国際的イニシアチブ「国連グローバル・コンパクト」をはじめ、

以下の憲章等に賛同・署名しています。

● 国連グローバル・コンパクト  ● 持続可能な開発目標（SDGs） 　 ● 世界人権宣言 
● 労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言 ● 国連「ビジネスと人権に関する指導原則」  ● 日本経済団体連合会「企業行動憲章」
● OECD多国籍企業行動指針 ● 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD） ● RE100

※  「プラチナくるみん」認定は、三井不動産レジデンシャル（株）にて取得

THE INCLUSION OF Mitsui Fudosan Co., Ltd. IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, 
SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION 
OF Mitsui Fudosan Co., Ltd. BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY 
OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS 
AFFILIATES.
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